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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成20年8月28日(2008.8.28)

【公表番号】特表2008-506159(P2008-506159A)
【公表日】平成20年2月28日(2008.2.28)
【年通号数】公開・登録公報2008-008
【出願番号】特願2007-520725(P2007-520725)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  17/08     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/24     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  21/027    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ  17/08    　　　Ａ
   Ｇ０２Ｂ  13/18    　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/24    　　　　
   Ｈ０１Ｌ  21/30    ５１５Ｄ

【手続補正書】
【提出日】平成20年7月2日(2008.7.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　投影対物レンズの物平面に設けられたパターンを投影対物レンズの像平面上に結像する
ためのカタディオプトリック投影対物レンズであって、
　物平面に設けられたパターンを第１中間像に結像するための第１屈折対物レンズ部分と
、
　少なくとも１つの凹面鏡を有していて第１中間像を第２中間像に結像するための第２対
物レンズ部分と、
　第２中間像を像平面上に結像するための第３屈折対物レンズ部分を有し、
　投影対物レンズが、最大レンズ直径Ｄｍａｘと、最大像視野高さＹ’と、像側開口数Ｎ
Ａを有し、ＣＯＭＰ１＝Ｄｍａｘ／（Ｙ’・ＮＡ２）であり、
　次の条件
　ＣＯＭＰ１＜１０
が当てはまる、カタディオプトリック投影対物レンズ。
【請求項２】
　ＮＡ＞１，２である、請求項１に記載の投影対物レンズ。
【請求項３】
　第１連続鏡表面を有する第１凹面鏡と第２連続鏡表面を有する少なくとも１つの第２凹
面鏡が、第２対物レンズ部分に配置されており、
　複数の瞳孔表面が、物平面と第１中間像の間と、第１及び第２中間像の間と、第２中間
像と像平面の間に形成されており、
　全ての凹面鏡が瞳孔表面から光学的に離れて配置されている、請求項１又は２に記載の
投影対物レンズ。
【請求項４】
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　ＮＬ個のレンズと、複数の中間像において連結されたＮＯＰ個の結像対物レンズ部分を
有し、
　ＣＯＭＰ２＝Ｄｍａｘ・ＮＬ／（Ｙ’・ＮＡ２）
　ＣＯＭＰ３＝Ｄｍａｘ・ＮＬ／（ＮＯＰ・Ｙ’・ＮＡ２）
　かつ、次の条件
　ＣＯＭＰ２＜３００
　ＣＯＭＰ３＜１００
の少なくとも１つが当てはまる、請求項１に記載の投影対物レンズ。
【請求項５】
　投影対物レンズが、第１非球面とこの第１非球面に直近の第２非球面を有する少なくと
も１つの２重非球面を有する、請求項１～４のいずれか１項に記載の投影対物レンズ。
【請求項６】
　２重非球面が、２つの続いているレンズの近接した複数の非球面を向けることにより形
成されている、請求項５に記載の投影対物レンズ。
【請求項７】
　２重非球面の第１及び第２非球面の間で光学軸心に沿って測定された距離が、２重非球
面を形成する２つのレンズのより薄い方の光学軸心に沿って測定された厚さよりも小さい
、請求項６に記載の投影対物レンズ。
【請求項８】
　第３対物レンズ部分が少なくとも１つの２重非球面を有する、請求項６又は７に記載の
投影対物レンズ。
【請求項９】
　２重非球面が、第２中間像と第３対物レンズ部分の瞳孔表面の光学的な間に位置付けら
れている、請求項８に記載の投影対物レンズ。
【請求項１０】
　第１対物レンズ部分が少なくとも１つの２重非球面を有する、請求項６に記載の投影対
物レンズ。
【請求項１１】
　２重非球面が、第１対物レンズ部分の瞳孔表面又はその光学的な近傍に位置付けられて
いる、請求項１０に記載の投影対物レンズ。
【請求項１２】
　第１対物レンズ部分と第３対物レンズ部分が、２つの続いているレンズの近接した複数
の非球面を向けることにより形成された少なくとも１つの２重非球面を各々有している、
請求項１～１１のいずれか１項に記載の投影対物レンズ。
【請求項１３】
　第１投影対物レンズ部分が、レンズ表面を有する少なくとも１つのレンズを有しており
、このレンズ表面を通過する光線の入射角度が６０°より大きい入射角度である、請求項
１～１２のいずれか１項に記載の投影対物レンズ。
【請求項１４】
　レンズ表面が瞳孔表面の光学的な近くに位置付けられている、請求項１３に記載の投影
対物レンズ。
【請求項１５】
　第３対物レンズ部分の第１レンズとこのレンズに幾何学的に最も近い鏡の頂点との間の
軸方向鏡－レンズ距離が、物表面ＯＳと像表面ＩＳの間の軸方向距離の５％よりも大きい
、請求項１～１４のいずれか１項に記載の投影対物レンズ。
【請求項１６】
　全ての凹面鏡が非球面鏡表面を有する、請求項１～１５のいずれか１項に記載の投影対
物レンズ。
【請求項１７】
　第１対物レンズ部分と第２対物レンズ部分と第３対物レンズ部分が、共通の真っ直ぐな
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光学軸心を共有している、請求項１～１６のいずれか１項に記載の投影対物レンズ。
【請求項１８】
　開口絞りが、第３対物レンズ部分において、収束ビームの領域の最大ビーム直径の領域
と像表面の間に位置付けられている、請求項１～１７のいずれか１項に記載の投影対物レ
ンズ。
【請求項１９】
　投影対物レンズが像表面に最も近い最終レンズを有し、最終レンズが湾曲した入射表面
と平面の出射表面を有する平凸正レンズであり、
　ＴＬＬが光学軸心に沿って測定された入射表面と出射表面の間の軸方向距離であり、Ｒ

ＬＬが入射表面の曲率半径であり、ＤＩＡＬＬが最終レンズの入射表面の光学的自由直径
であり、
　ここで、ＬＬ１＝ＴＬＬ／ＲＬＬ及びＬＬ２＝ＤＩＡＬＬ／ＲＬＬであり、
　次の条件
（１）　０．４６＜ＬＬ１＜０．６９
（２）　１．１５＜ＬＬ２＜１．６７
の少なくとも１つが当てはまる、請求項１に記載の投影対物レンズ。
【請求項２０】
　第１対物レンズ部分が第１Ｎ１ＡＳ個の非球面レンズを有し、
　第３対物レンズ部分が第２Ｎ３ＡＳ個の非球面レンズを有し、
　非球面レンズ比ＡＳＲ＝Ｎ１ＡＳ／Ｎ３ＡＳが１よりも小さい、請求項３～１９のいず
れか１項に記載のカタディオプトリック投影対物レンズ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８２】
　ここで説明された各投影対物レンズは、高ＮＡ像側端部を有し、そこで投影放射は出射
表面ＥＳのところで投影対物レンズを出ているが、これは、像表面ＩＳに配置された平坦
な基質表面と出射表面の間で均一な距離を可能にする目的で、好ましくは平坦である。像
表面に最も近くて出射表面ＥＳを形成するレンズは、ここで「最終レンズ」ＬＬと呼ばれ
る。好ましくは、最終レンズは、たいていの実施例で球面状に湾曲した入射表面ＥＮＳと
平坦な出射表面を有する平凸正レンズである。高ＮＡを得る目的で、湾曲した入射表面Ｅ
ＮＳにより提供された大きな屈折力が可能な限り像表面に近くに配置されるように、最終
レンズを構成するのが有益であることが分かった。更に、強い曲率、すなわち最終レンズ
ＬＬの入射表面ＥＮＳの小さい曲率半径が望ましいのが明らかである。もしＴＬＬが光学
軸心上の最終レンズの厚さ（すなわち光学軸心に沿って測定された入射表面ＥＮＳと出射
表面ＥＳの間の軸方向距離）であり、ＲＬＬが最終レンズの物側頂点半径（すなわち入射
表面ＥＮＳの半径）であり、ＤＩＡＬＬが最終レンズの入射表面の光学的自由直径である
場合、パラメータＬＬ１＝ＴＬＬ／ＲＬＬとＬＬ２＝ＤＩＡＬＬ／ＲＬＬは好ましくは複
数の一定の範囲内に入るべきである。とくに、もし条件１，１＜ＬＬ１＜２，２がＬＬ１
に当てはまるなら、それが有益であることが分かった。好ましくは、上限は、１，８又は
１，７又は１，６より更に小さくても良い。パラメータＬＬ１は、曲率の中心又は入射表
面が出射表面と一致する半球レンズで１になるため、ＬＬ１に関する条件は、湾曲した入
射表面の曲率の中心が最終レンズの外側にとくに像表面を越えて存在する、非半球の最終
レンズが好ましいことを示している。表１８に記載されているＦｉｇ．１２～１６のＬＬ
１の値から明らかなように、０．４６≦ＬＬ１≦０．６９であり、１．１５≦ＬＬ２≦１
．６７である。ＬＬ１の最小値の０．４６はＦｉｇ.７の値であり、ＬＬ１の最大値０．
６９はＦｉｇ．１２の値である。ＬＬ２の最小値１．１５はＦｉｇ．７の値であり、ＬＬ
２の最大値１．６７はＦｉｇ．１６の値である。
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０４
【補正方法】変更
【補正の内容】
　【０１０４】
　全ての請求項の内容は、言及によりこの明細書の一部をなす。
【表２】

【表２Ａ】
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【表４】

【表４Ａ】
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【表７】
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【表７Ａ】
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【表９】
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【表９Ａ】
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【表１０】
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【表１０Ａ】
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【表１１】
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【表１１Ａ】
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【表１２】
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【表１２Ａ】
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【表１３】
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【表１３Ａ】
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【表１４】



(19) JP 2008-506159 A5 2008.8.28

【表１４Ａ】
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【表１５】
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【表１５Ａ】
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【表１６】
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【表１６Ａ】
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【表１７】

【表１８】
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【表１９】

【表２０】

【表２１】
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【図面の簡単な説明】
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